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Ⅰ 総論 

平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法が制定され、次代の社会を担う子ども

たちが健やかに生まれ、育てられる環境整備に向けて、国、地方公共団体及び事業主

が行動計画を策定することを通じて次世代育成支援対策の推進を図ってきたところ

です。 

本市においては、この法律に基づき、平成１７年度から平成２６年度までの１０年

間を期間とする特定事業主行動計画を策定し、職員の仕事と子育ての両立支援などの

取組を進めてきました。 

  しかしながら、依然として少子化の流れが続き、次世代育成支援対策推進法の有効

期限が平成２７年４月から１０年間延長となりました。 

  これを受けて、本市においても職員への意見聴取等や各任命権者の担当課長等で構

成する苫小牧市特定事業主行動計画策定委員会による検討を踏まえ、平成２７年度か

ら平成３１年度までの５年間を計画期間とした特定事業主行動計画（「仕事と生活の

両立支援プラン」（以下「プラン」という。））を策定しました。 

  今回策定したプランは、前計画を基本としつつ、今般国から示された「行動計画策

定指針」に基づき、より一層、必要な環境整備、その他の次世代育成支援対策を実施

することにより、すべての職員がワーク・ライフ・バランスを確保でき、子育てしな

がらも働きやすいと実感できる職場環境づくりをさらに前進させようとするもので

す。 

  すべての職員が、このプランの趣旨を理解し、次世代の育成にふさわしい職場環境

の実現、ひいては少子化の進行に歯止めをかけ、将来を担う子どもたちの育成につな

がるよう取り組んでいきます。

平成２７年７月 

苫小牧市特定事業主 

苫小牧市長 

苫小牧市議会議長 

苫小牧市選挙管理委員会 

苫小牧市代表監査委員 

苫小牧市消防長 

苫小牧市農業委員会 

苫小牧市教育委員会

１ はじめに 
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 平成２７年７月１日から平成３２年３月３１日までとする。 

(1) 次世代育成支援対策を効果的に推進するため、苫小牧市特定事業主行動計画策

定委員会において、プランの進捗管理を行う。 

(2) 次世代育成支援対策に関し、管理職や職員に対する研修、電子掲示板等を利用

した情報提供等を実施する。 

(3) 本プランの実施状況について、毎年度、委員会において把握をした結果に基づ

き、更に職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や必要な見直し等を行う。 

２ プランの期間 

３ プランの推進体制 
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Ⅱ 前計画の総括

前計画期間中においては、育児休業や部分休業等の両立支援制度の周知に努めたほか、

時間外勤務の縮減や休暇の取得等を促すため所属長及び職員への通知の発出に取り組んで

まいりました。

しかしながら、これまでの取組の達成度については、以下のとおり十分とは言い難い状

況にあります。これは、ワーク・ライフ・バランスの実現がもたらす好影響についての情

報提供や両立支援制度のさらなる活用に向けた情報提供が不十分であったことに起因する

ものと検証しているところです。

このため、本プランの推進に当たっては、ワーク・ライフ・バランスの趣旨や効果、両

立支援制度の活用方法などをわかりやすく解説したハンドブックを新たに作成し、情報提

供の充実に努めるとともに、毎年度、苫小牧市特定事業主行動計画策定委員会に取組状況

を報告し、本プランの進捗管理を徹底することで、取組の実効性を高めてまいります。
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※前計画の各項目について、これまでの取組内容及び実績とその達成度を検証

※達成度については、「Ａ～期待以上、Ｂ～おおむね期待通り、Ｃ～未達成」 

【取組項目】 【取組の内容・実績】 達成度

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

① 母性の保護及び健康管理の観点から設けられてい

る特別休暇等の制度について周知の徹底を図る。 

 育児休業や部分休業等の両

立支援制度について、「両立支

援制度Ｑ＆Ａ」を作成し、電

子掲示板で掲載している。加

えて、平成 22 年度～24 年度

に受講を希望する職員を対象

に両立支援制度を含めた休暇

全般の特別研修を実施した。

Ｂ 

② 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の

見直しを行う。 

 妊娠が判明した職員がいる

場合は、基本的には各職場に

おいて業務分担の見直しを行

っているほか、臨時職員の配

置などにより業務を停滞させ

ないよう努めている。 

Ｂ 

③ 妊娠中の職員から希望がある場合は、時間外勤務

は原則として命じない。 

 各職場における業務の状況

によると思われるが、原則時

間外勤務を命じることはな

い。 

Ｂ 

（２）子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進 

① 子どもの出生時における父親の特別休暇や年次休

暇の取得について周知を徹底し、その促進を図る。

 子どもの出生時における父

親の休暇等について、「両立支

援制度Ｑ＆Ａ」を作成し、電

子掲示板で周知している。加

えて、毎年１回、電子掲示板

で「職員の育児参加を促進す

る取組」（出生時の父親の特別

休暇取得等の促進など）につ

いて、全職員に対し周知を図

っている。 

Ｂ 

② 子どもの出生時における父親の休暇の取得を奨励

する取組を継続する。 

１ 職員の勤務環境に関する事項 
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（３）育児休業を取得しやすい環境の整備等 

ア 育児休業、育児短時間勤務及び部分休業制度等の周知 

① 特に男性職員の育児休業等の取得の促進を図るた

め、研修等において育児休業制度等の説明の充実を図

る。 

 平成22年度～24年度にお

いて、受講を希望する職員

を対象に両立支援制度を含

めた休暇全般の特別研修を

実施した。 

Ｂ 

② 育児休業の取得手続きや育児休業中の経済的な支

援等について、十分な情報の提供を行う。 

イ 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

① 育児休業の取得の申出があった場合は、業務分担の

見直しを行う。 

 基本的には各職場におい

て業務分担の見直しを行っ

ているほか、臨時職員の配

置などにより業務を停滞さ

せないよう努めている。 

Ｂ 

② 管理職に対する研修等において育児休業制度等の

理解を促すとともに、管理職は、職場の意識改革を図

る。 

毎年１回、電子掲示板で

「職員の育児参加を促進す

る取組」（男女ともに育児に

関わる時間を確保するた

め、育児休業及び特別休暇

を取得しやすい環境づくり

に取り組むこと）について、

所属長宛てに通知を発出し

ている。 

Ｂ 

ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

① 育児休業中の職員に対し、休業後の円滑な職場復帰

を支援するために有益な情報の提供（職員広報や通知

の送付等）を開始する。 

 各職場により対応される

べきだが、積極的に実施す

る旨周知を図ることができ

なかった。 

Ｃ 

② 復職時において、当該職員の希望があるときは、必

要な職場内研修を行う。 

【目標】女性の育児休業等の取得率１００％を維持する。 達成できている。 Ａ 

【目標】男性の育児休業等の取得実績を増やす。 平成 17 年度及び 18 年度

に各１名取得した実績があ

るが、それ以降は取得実績

がない状況である。 

Ｃ 



- 7 -

（４）時間外勤務の縮減 

ア 小学校就学始期に達するまでの子どもがいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の制度の 

周知 

① 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員

に対して、深夜勤務及び時間外勤務を制限する制度

について、周知の徹底を図る。 

 深夜勤務及び時間外勤務を

制限する制度について、「両立

支援制度Ｑ＆Ａ」を作成し、

電子掲示板で掲載している。

Ｂ 

イ 一斉定時退庁日等の実施 

① 定時退庁日を設定し、電子メール等により周知の

徹底を図る。 

 毎年１回、電子掲示板で「ノ

ー残業デー」の推進について、

全職員に対し周知を図ってい

る。ノー残業デーは毎週水曜

日と金曜日に設定。所属長へ

所属職員にノー残業デーの周

知を図るとともに定時退庁の

率先垂範や巡回指導を行い、

その徹底に努めるよう依頼し

ている。 

Ｂ 

② 所属長は、定時退庁を率先垂範するとともに、巡

回指導を行い、定時退庁の実施の徹底を図る。 

ウ 事務の簡素合理化の推進 

① 各職員に業務処理計画表を作成させ、効率的な事

務遂行を図る。 

 平成 25年度に「マニュアル

作成の手引き」を策定し、全

庁的に周知を図った。 

 また、平成 26 年度に全職場

へ業務マニュアル整備状況に

ついて、調査を行った結果、

作成率は 75.8％であった。 

Ｂ 
② 定例的恒常的な業務については、業務処理に関す

るマニュアルを作成する。 
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エ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

① 時間外勤務の上限について、１日、１週及び１月

当たりの目安時間を設定する。 

 平成 26 年 11 月から四半期

ごと（７月、10月、１月、４

月）に各部長、部次長及び各

部代表課（病院及び港管理組

合以外）宛てへＥメールによ

り、該当部署の「時間外勤務

時間数」を送付し、業務の効

率化に努めるよう周知するほ

か、職員の健康管理に配慮す

るよう通知している。 

Ｂ 

② 各部、室、課ごとの時間外勤務の状況を把握し、

時間外勤務の多い職場については、所属長からヒア

リングを行うなどにより、時間外勤務の縮減につい

て注意を喚起する。 

③ 人事担当課長は、各部、室、課ごとの時間外勤務

の状況及び時間外勤務の特に多い職員の状況を把握

し、その状況を所属長に報告し、時間外勤務に関す

る認識の徹底を図る。 

 極端に時間外勤務数の多い

職員がいる職場に対しては、

その状況を所属長に報告し、

時間外勤務に関する認識の徹

底を図っている。 

Ｂ 

オ その他 

① 時間外勤務の多い職員に対しては、健康診断の実

施等健康面における配慮を充実させる。 

 毎年１回、「ノー残業デーの

推進について」の周知のなか

で、所属長に対し左記につい

て配慮するよう依頼してい

る。また、極端に時間外勤務

数の多い職員及びその所属長

に対しては、総務部給与厚生

課から健康面などについて、

ヒアリングを行っている。 

Ｂ 

【目標】各職員の１年間の時間外勤務時間数が、上限目

安時間３６０時間以内となるよう努める。

毎年度、１年間の時間外勤

務時間数が３６０時間超の職

員数が増加傾向にある。 

Ｃ 
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（５）休暇の取得の促進 

ア 年次休暇の取得の促進 

① 各部署の業務計画を考慮し、職員が年間の年次休暇

取得目標日数を設定し、その確実な実行を図る。 

 毎年１回、電子掲示板で

全職員に対し、「年次休暇取

得目標設定と取得促進」（取

得目標日数を休暇簿に記入

し、その達成に向け努める

こと）について、周知を図

っている。 

Ｂ 

② 部長会議等の場において、定期的に休暇の取得状況

等を報告するとともに、所属長の指導を通して年次休

暇を取り易くなるよう職場の意識改革を図る。 

 年１回、電子掲示板で全

職員に対し、「夏季休暇等の

計画的取得の促進」につい

て周知しており、そのなか

で、所属長に対し必要に応

じて休暇取得計画表を作成

するなど所属職員が休暇を

取得しやすい環境づくりに

努めるよう依頼している。 

Ｂ 

③ 所属長は、所属職員の年次休暇取得状況を把握し、

計画的な年次休暇の取得等を指導する。 

④ 人事担当課長は、年次休暇取得状況を把握し、取得

率の低い部署の所属長からヒアリングを行うなどに

より、年次休暇の取得の促進について注意を喚起す

る。 

イ 連続休暇等の取得の促進 

① 月・金と休日を組み合わせて年次休暇を取得する 

取組（「ハッピーマンデー」「ハッピーフライデー」）

の促進を図る。 

 年１回、電子掲示板で全

職員に対し、「夏季休暇等の

計画的取得の促進」につい

て周知しており、そのなか

で、所属長に対し連続した

休暇の取得を所属職員に指

導するよう依頼している。 

Ｂ 

② 国民の祝日や夏季休暇と連続した年次休暇の取得

の促進を図る。 

③ 子どもの予防接種実施日や授業参観日等学校行事

への参加等のための年次休暇の取得の促進を図る。 

④ 勤続１０周年等の節目や誕生日等の記念日におけ

る年次休暇の取得の促進を図る。 
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ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

①  子どもの看護休暇等の特別休暇について、その周

知を徹底するとともに、希望する職員が１００％取

得できるように職場の意識改革を図る。 

「両立支援制度Ｑ＆Ａ」を

作成し、子どもの看護休暇等

の特別休暇について、電子掲

示板で掲載している。 

Ｂ 

【目標】職員の年次休暇の平均取得日数を毎年度０．５

日増加させる。

職員の年次休暇の平均取得

日数は概ね横ばいとなってお

り、目標値である「毎年度０．

５日増加」は達成されていな

い。 

Ｃ 

（６）異動における配慮 

勤務する庁舎等の変更を伴う異動を命じる場合は、当

該職員の所属長からヒアリングを行った上、子育ての状

況に応じた必要な配慮を行う。 

 所属長からのヒアリング等

に基づき、人事運用を図って

いる。 
Ｂ 

（７）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の

是正のための取組 

職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正

を図るため、必要な情報の提供や意識啓発の研修等を行

う。 

 平成 26年度において、希望

する職員を対象に、女性活躍

促進講演会「企業が変わる！

社員が輝く！ワークライフバ

ランス」と題し、多くの職員

がワークライフバランスを理

解し、働きやすい職場づくり

に取り組むよう、外部講師を

招き特別研修を実施した。（平

成 27年２月 10日実施） 

Ｂ 
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【取組項目】 【取組の内容・実績】 達成度

（１） 子育てバリアフリー 

 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、応接

対応等の面でのバリアフリーの取組を推進する。 

《平成 20年度》  

・１階南庁舎にベビーサーク

ル設置 

・１階中央、北、南玄関にベ

ビーカーを各１台設置 

・１階中央に授乳室、おむつ

交換ベッドを１台設置 

・１階中央に授乳室内流し台

を１台設置 

《平成 25年１月１日～》 

・庁舎内喫煙所撤去 

Ｂ 

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

ア 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

 子どもを交通事故から守るため、交通事故の予防を徹

底するための通知やその他の交通安全に必要な措置を実

施する。 

 平成 19 年度から交通事

故・違反の撲滅に向け、特別

研修「交通安全」を実施し、

警察職員や管財課職員を講師

として受講を希望する職員に

対し、研修を実施している。

 そのほか、時期をみて交通

法規の遵守について電子掲示

板により全職員に対し周知し

ている。 

Ｂ 

イ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよ

う、地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止、立

ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加を支援す 

る。 

 実施していない。 

Ｃ 

（３）子どもとふれあう機会の充実 

職員の子ども等家族を対象とした職場見学会を実施す

る。 

実施していない。 

Ｃ 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 
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Ⅲ 具体的な内容 

(1) 妊娠中及び出産後における配慮 

  ① 母性の保護及び健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度につい

て周知の徹底を図る。 

  ② 健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行い、業務軽減等に努める。 

  ③ 時間外勤務は原則として命じない。 

(2) 男性の子育て目的の休暇の取得促進 

 子どもの出生時や妻の産後等の期間中における父親の特別休暇や年次休暇の 

取得について周知を徹底するとともに、その促進を図る。 

(3) 育児休業を取得しやすい環境の整備等 

ア 育児休業、育児短時間勤務及び部分休業制度等の周知 

①  男性も育児休業、育児短時間勤務又は部分休業等を取得できることや育児休 

業等制度の趣旨について、周知を徹底し、その促進を図る。また、研修等にお 

いても育児休業制度等の説明の充実を図る。 

   ② 育児休業の取得手続きや育児休業中の経済的な支援等について、十分な情報

の提供を行う。 

イ 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

   ① 育児休業の取得の申出があった場合は、業務分担の見直しを行う。 

   ② 管理職に対する研修等において育児休業制度等の理解を促すとともに、管理

職は、職場の意識改革を図る。 

ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   ① 育児休業中の職員に対し、休業後の円滑な職場復帰を支援するために有益な

情報の提供（職員広報や通知の送付等）を実施する。 

   ② 復職時において、当該職員の希望があるときは、必要な職場内研修を行う。 

【目標】 

◎女性の育児休業等の取得率１００％を維持する。 

＜参考（過去５ヶ年度の実績）＞ 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

取得率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

１ 職員の勤務環境に関する事項 
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◎男性の育児休業等の取得実績を増やす。 

＜参考（過去５ヶ年度の実績）＞ 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

取得職員数 0人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 (4)  女性職員の活躍推進に向けた取組 

ア  女性職員を対象とした取組 

① 女性職員の相談に乗り助言するメンター制度の導入を検討

② 育児休業中の職員に対する情報提供など円滑な職場復帰の支援等による両立

支援制度を利用しやすい環境の整備

③ 管理監督職に必要なマネジメント能力等の付与のための研修等を行うことで

女性職員のキャリア形成を支援

イ  管理職等を対象とした取組 

① 女性管理職の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進に向けた意識啓発 

等の取組 

② 職域拡大等による女性職員への多様な職務機会の付与 

③ 育児などの女性職員の状況に配慮した人事運用 

④ 女性職員の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進に関する管理職研修 

 等の取組 

(5)  保育施設の設置等 

   職員のニーズも踏まえつつ、保育施設の整備など子育てを行う職員の支援方策の 

充実について検討を行った上で、適切な対応を図る。 

(6) 時間外勤務の縮減 

ア 小学校就学始期に達するまでの子どもがいる職員の深夜勤務及び時間外勤務 

の制限の制度の周知 

小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員に対して、深夜勤務及び時間

外勤務を制限する制度について、周知の徹底を図る。

イ 一斉定時退庁日等の実施 

① 定時退庁日を設定し、電子掲示板等により周知の徹底を図る。

② 所属長は、定時退庁を率先垂範するとともに、巡回指導を行い、定時退庁の 

実施の徹底を図る。
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ウ 事務の簡素合理化の推進 

① 各職員に業務処理計画表を作成させ、効率的な事務遂行を図る。

② 定例的恒常的な業務については、業務処理に関するマニュアルを作成する。

エ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

① 時間外勤務の上限について、１日、１週及び１月当たりの目安時間を設定す 

る。 

② 各部、室、課ごとの時間外勤務の状況を把握し、時間外勤務の多い職場につ 

いては、所属長からヒアリングを行うなどにより、時間外勤務の縮減について 

注意を喚起する。 

③ 給与厚生課長は、各部、室、課ごとの時間外勤務の状況及び時間外勤務の特 

に多い職員の状況を把握し、その状況を所属長に報告し、時間外勤務に関する 

認識の徹底を図る。 

オ その他 

     時間外勤務の多い職員に対しては、健康診断の実施等健康面における配慮を 

充実させる。 

【目標】 

各職員の１年間の時間外勤務時間数が、上限目安時間３６０時間以内となるよう努

める。 

＜参考（過去５ヶ年度の実績）＞ 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

360 時間超 

職員数 
80 人 74 人 99 人 120 人 157 人 

(7) 休暇の取得の促進 

ア 年次休暇の取得の促進  

① 各部署の業務計画を考慮し、職員が年間の年次休暇取得目標日数を設定し、 

その確実な実行を図る。

② 部長会議等の場において、定期的に休暇の取得状況等を報告するとともに、 

所属長の指導を通して年次休暇を取り易くなるよう職場の意識改革を図る。

③ 所属長は、所属職員の年次休暇取得状況を把握し、計画的な年次休暇の取得 

等を指導する。 

④ 行政監理室長は、年次休暇取得状況を把握し、取得率の低い部署の所属長か 

らヒアリングを行うなどにより、年次休暇の取得の促進について注意を喚起す 

る。 
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イ 連続休暇等の取得の促進 

    ① 月・金と休日を組み合わせて年次休暇を取得する取組（「ハッピーマンデ

ー」「ハッピーフライデー」）の促進を図る。 

    ② 国民の祝日や夏季休暇と連続した年次休暇の取得の促進を図る。 

    ③ 子どもの予防接種実施日や授業参観日等学校行事への参加等のための年

次休暇の取得の促進を図る。 

    ④ 勤続１０周年等の節目や誕生日等の記念日における年次休暇の取得の促

進を図る。 

ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

     子どもの看護休暇等の特別休暇について、その周知を徹底するとともに、希 

望する職員が１００％取得できるように職場の意識改革を図る。 

【目標】 

職員の年次休暇の平均取得日数を毎年度０．５日増加させる。 

＜参考（過去５ヶ年度の実績）＞ 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

平均取得 

日数 
10.3 日 10.2 日 10.2 日 9.9 日 9.8 日 

(8) 異動における配慮 

   勤務する庁舎等の変更を伴う異動を命じる場合は、当該職員の所属長からヒアリ

ングを行った上、子育ての状況に応じた必要な配慮を行う。 

(9) 男女平等参画意識の向上とワーク・ライフ・バランス推進のための啓発 

   固定的な性別役割分担意識や職場優先の環境等の是正を図るため、必要な情報の

提供や意識啓発の研修等を行う。 

 (10) 人事評価への反映 

ワーク・ライフ・バランスの推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場 

環境づくりに向けてとられた行動については、人事評価において適切な評価を行う。 
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(1) 子育てバリアフリー及び子育て環境整備 

   子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、応接環境等の面でのバリアフリ

ーの取組を推進するとともに、保育所を庁内に設置する際には、一時保育の実施に

ついて、検討を行う。 

(2) 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

ア 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

     子どもを交通事故から守るため、交通事故の予防を徹底するための通知やそ

の他の交通安全に必要な措置を実施する。 

イ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

     子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の自主

的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加

を支援する。 

(3) 子どもとふれあう機会の充実 

    職員の子ども等家族を対象とした職場見学会を実施する。 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 
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Ⅳ おわりに  

次世代育成支援対策においては、希望どおりに働き、また、結婚、出産、子育ての

希望を実現することができる環境を整え、人々の意識を変えていくことにより少子化と

人口減少を克服することを目指す総合的な政策の推進が重要と行動計画策定指針に示

されています。 

 苫小牧市においても、育児に関わっている職員を職場全体で支え合うという認識を新

たにし、未来を担う子どもたちやその親がこの計画を通じて、豊かにいきいきとした生

活を送れるよう切に願います。 


